液化石油ガス法（新法）に係る販売所等の変更の届書作成要領
（法第8条，規則第9条第1項，第2項）
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	氏名又は名称及び
住所並びに代表者
の氏名の変更
	販売所の名称
の変更

	貯蔵施設の
位置及び構
造の変更
	貯蔵施設を保有又は
占有しない理由の変更

	保安機関の変更

	販売所の所在地（住居
表示変更に係るもの）
の変更
	販売所の所在地の変更
（移転に係るもの）

	販売所の所在地の変更（新
設に係るもの）-貯蔵施設
を保有又は占有しない場合
	販売所の所在地の変更（新
設に係るもの）-貯蔵施設
を保有又は占有する場合
	損害支払能力
の変更


	様式第5の変更届書
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	別紙1による保安業務に関する事項
	
	
	
	
	○
	
	
	○
	○
	

	別紙2による販売及び貯蔵施設に関する事項
	
	
	○
	
	
	
	
	
	○
	

	別紙3による参考事項[参考1]
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	

	別紙4による設置場所に関し申請者
から調査する事項[参考2]
	
	
	○
	
	
	
	
	○
	○
	

	業者賠償責任保険付保証明書
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	○

	別紙6による法第11条ただし書の
適合内容を証する書面
	
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	

	貯蔵施設の位置図
	
	
	○
	
	
	
	
	
	○
	

	貯蔵施設の構造図
	
	
	○
	
	
	
	
	
	○
	

	販売所及び貯蔵施設の付近状況図
	
	
	○
	
	
	
	○
	
	○
	

	業務主任者等選解任届
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	


備考　
1．販売所の所在地の変更欄において、「住居表示の変更に係るもの」とは市町村の住居表示の変更に伴うものであり、移転を伴わないものである。


2．販売所の所在地の変更欄において、「新設に係るもの」とは新たに販売所を設ける場合であって移転によるものは含まない。


3．販売所の所在地の変更欄において、「移転に係るもの」とは移転による場合であって、新たに販売所を設ける場合は除く。
ただし、現所在地と同一地番内での移転の場合は手続き不要である。


4．販売所の移転に伴い、貯蔵施設の位置を変更する場合はウの書類も添付する。

様式第5（第9条関係）
	×整理番号
	

	× 受理年月日
	年　　月　　日


液化石油ガス販売所等変更届書
年　　　　　月　　　　　日
広島県知事殿
氏名または名称および法人に
あってはその代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
住　　所
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第8条の規定により、次のとおり届け出ます。

1．変更の内容
（新）
（旧）

2．変更の年月日　　　　　年　　　月　　　日
3．変更の理由

備考
（1）代表者の変更、販売所の変更、貯蔵施設の変更等に使用すること。（2部提出）


（2）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。


（3）×印の項は記載しないこと。


様式第5（第9条関係）
	×整理番号
	

	× 受理年月日
	年　　月　　日


液化石油ガス販売所等変更届書
年　　　　　月　　　　　日
広島県知事殿
氏名または名称および法人に
あってはその代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
住　　所
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第8条の規定により、次のとおり届け出ます。

1．変更の内容
（新）
（旧）

2．変更の年月日　　　　　年　　　月　　　日
3．変更の理由

備考
（1）代表者の変更、販売所の変更、貯蔵施設の変更等に使用すること。（2部提出）


（2）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（3）×印の項は記載しないこと。
別紙1

保安業務に関する事項

	保安業務・区分
	自社・委託
	保安機関の氏名又は名称
	保安機関の所在地

	供給開始時点検・調査
	
	
	

	容器交換時等供給設備点検
	
	
	

	定期供給設備点検
	
	
	

	定期消費設備調査
	
	
	

	周　　　　　　知
	
	
	

	緊　急　時　対　応
	
	
	

	緊　急　時　連　絡
	
	
	


（備考）販売所ごとに記載すること。
別紙2

販売及び貯蔵設備に関する事項

1．販売に関する事項

	販売予定地域
	

	販売予定戸数
	戸

	販売予定数量
	トン／年


※
1.販売予定は、登録申請時に予定している計画を販売ごとに記載すること。

2.販売予定地域は、販売しようとする一般消費者の分布している地域を○○市○○町という

ように記載すること。
2．貯蔵に関する事項

（1）貯蔵施設の位置および構造
市　　　　　　　　　　番
貯蔵施設は　　　　　　　　　　　　　町字　　　　　　　　　　号
郡　　　　　　　　　　番地
別紙設計図のとおり設置します。

（2）貯蔵能力（　　　）kg x（　　）本　＝（　　　）kg
（3）床面積および保安物件との距離
床面積（芯々　　　　　）平方メートル（内側　　　　　）平方メートルの貯蔵施設

の外壁から最も近い第一種保安物件（　　　　　　　　）まで（　　　　）メートル
最も近い第二種保安物件（　　　　　　　）まで（　　　　）メートルを保有します。
（4）付近の状況
下記および別紙の付近状況図のとおりです。
①　貯蔵施設の周囲2メートル以内は火気使用禁止区域とし警戒標を掲げます。
②　貯蔵施設の周囲2メートル以内に危険物など引火性、発火性の物は置きません。

（5）貯蔵施設の消火設備
	設　　　置　　　場　　　所
	粉末消火器のメーカー品及び型式
	薬剤充てん量
	本　数

	貯蔵施設外で15メートル以内の場所
	　　　　　　　　　Ａ
Ｂ．Ｃ
	kg
入
kg
入
	本


本





（6）貯蔵施設の警戒標
貯蔵施設の外壁に周囲から見えやすい（　　　）方向に「LPガス貯蔵施設 eq \o\ac(○,燃)」「火気厳禁」
を、「無断立入禁止」を赤色ペイントで表示します。

（7）貯蔵施設の照明
照明には（　　　）を使用します。また、携帯電灯1箇は貯蔵施設の入口付近に置きます。

（8）液化石油ガス貯蔵の方法
①充てん容器等は、充てん容器および残ガス容器にそれぞれ区分して貯蔵施設内に整頓しておきます。なお、区分を明確にするため色ペイントで線を引き、そのうえ、「充てん容器」「残ガス容器」の表示をします。
②充てん容器施設等は屋根、障壁等により常に40度以下の温度に保持します。
温度確認のため施設内に温度計を設置します。
③貯蔵施設には、関係者以外の者の立入りを禁ずると共に容器の受払を確実に行ない、盗難防止のため営業時間外は扉に施錠します。
④充てん容器等の転落等を防止するため床面は水平を保持するようにします。
⑤10キログラム用以下の容器は2段積みまでとし、20キログラム用以上の容器は積み重ねません。
また固定プロテクターのない容器にはキャップをします。
⑥貯蔵施設には作業に必要なもの以外の物は置きません。

（9）販売所と貯蔵施設との距離　　1、2の該当項目に○印を付すこと。
1．貯蔵施設は販売所と同一敷地内にあり、距離は（　　　）メートルです。

市　　　　　　　　　　番
販売所の所在地　　　　　　　　　　　町字　　　　　　　　　　号
郡　　　　　　　　　　番地

2．貯蔵施設が販売所と離れているため（距離は　　　　メートル）、次の者を当該貯蔵施設

に常駐させます。また、通常状態において販売所から10分以内で到着できます。
（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資格）

市　　　　　　　　　　番
販売所の所在地　　　　　　　　　　　町字　　　　　　　　　　号
郡　　　　　　　　　　番地


別紙3
参　考　事　項（参考1）
1．液化石油ガスの購入経路
	第一種製造事業者
	名　称
	
	充填所

	
	所在地
	
	

	卸売事業者
	名　称
	
	

	
	所在地
	
	


2．販売所を除く事務所
	事　務　所　名
	所　　　　在　　　　地
	電　　　話
	他の営業種目

	
	
	
	

	
	
	
	


3．容器交換の実施状況（自　社・委　託）　　※何れかに○印を付して下さい。
※委託の場合は事業所名及び所在地

	事　業　所　名
	所　　　　在　　　　地

	
	


4．設備工事の実施状況（自　社・委　託）　※何れかに○印を付して下さい。
※委託の場合は事業所名及び所在地
	事　業　所　名
	所　　　　在　　　　地

	
	



5．業務主任者および同代理者
	
	業務主任者
	業務主任者
	業務主任者

	氏　　　　　名
年　　　　　齢
	　　　(　　　　才)
	　

　　　(　　　　才)
	　　　(　　　　才)

	免状番号及び
交付年月日
	広島県知事第　　　号
　　　年　　月　　日
	広島県知事第　　　号
　　　年　　月　　日
	広島県知事第　　　号
　　　年　　月　　日

	選任（予定）
年 月 日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日

	
	業　務　主　任　者
	業　務　主　任　者
	業務主任者の代理者

	氏　　　　　名
年　　　　　齢
	　　　(　　　　才)
	　

　　　(　　　　才)
	　　(　　　　才)

	免状番号及び
交付年月日
	広島県知事第　　　号
　　　年　　月　　日
	広島県知事第　　　号
　　　年　　月　　日
	広島県知事第　　　号
　　　年　　月　　日

	選任（予定）
年 月 日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日
	　　　年　　月　　日


6．液化石油ガスによる災害により支払うことのある損害賠償の支払い能力に関する事項
（1）賠償責任保険による場合

	保険会社名
	保　険　期　間
	付保トン数
	てん補限度額
	備　　考

	
	平成
年　月　日

時から

平成
年　月　日

時まで


	一般消費者向
トン

工業用卸
トン

合計

トン

	人的損害
[image: image1.jpg]HECP 20




一事故あたり

円
一人あたり

円

物的損害
一事故あたり

円
	ガス卸屋保険
メーカー保険
協会保険



（2）その他の方法による場合
その内容別紙
別紙4

液化石油ガス貯蔵施設設置の際
設置場所に関し申請者から調査する事項　（参考2）
	販売（貯蔵）施設
設　置　場　所
	・法務局の土地台帳により　　　　　　　　　市　　　　　町
・市町村役場の固定資産台帳により　　　　　郡　　　　　村　　　　　番地

	施設建設土地所有
者　の　承　諾
	年　　月　　日土地所有者
の承諾を受けています。

	都市計画法第7条
	・市街化区域です。　・市街化調整区域です。　・指定区域以外です。

	都市計画法第8条
	用途地域は次　　
・第一種住居専用地域　　
・準工業地域
の地域です。　　　
・第二種住居専用地域
・工業地域

・住居地域
・工業専用地域

・近隣商業地域
・用途地域の指定のない地域
・商業地域

	建築基準法第6条

第1項に関する申

請及び確認
	　　　年　　　月　　　日付けで建築主事（広島県　　　　　　　市）
　　　　　　　　　　　の確認を受けています。

	農地法第4条の転
用　　許　　可
	　　　年　　　月　　　日付けで、広島県知事（
市町村長）の転用許可済みです。

	公有水面埋立法第
2条の免許
	　　　年　　　月　　　日付けの広島県知事の公有水面埋立免許指令書の
条件に適合しています。

	河川敷等公共用地
の　　使　　用
	・公用用地は使用していません。
・　　　　　　　　　　　　　で許可を受けています。

	施設設置場所に入
る　　道　　路
	民道、県道、市道、町村道、林道、私道です。
石油スタンドの中を通りません。

	そ　の　他
	土地の譲渡に関して特約事項はありません。


上記のとおり相違ありません。

年　　　　月　　　　日

申請者　
住　所

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
広　島　県　知　事　殿

7．販売所に備え付ける帳簿（規則第131条）
次の帳簿を作成し記帳します。（様式見本を末尾に添付）
	記　載　す　べ　き　事　項
	帳　簿　及　び　伝　票　名

	（ガスを質量販売した場合）
販売の年月日、充てん容器の種類および数、販売先
（ガスを体積販売した場合）
販売開始の年月日、充てん容器の種類および数、販売先
	

	（残ガスを引き取った場合）
引取年月日、引取った容器の種類および数、引取元
	

	（法第14条第1項の書面交付を行った場合）
一般消費者の氏名又は名称および住所、書面交付をした者の
氏名、書面交付の年月日、書面の内容
	

	（法第29条の認定を受けた保安機関に法第27条第1項各号の
業務を委託した場合）
委託に係る一般消費者等の氏名又は名称および住所、委託を
行った保安機関の氏名又は名称およびその事業所の所在地、
保安業務の結果
	

	（貯蔵施設又は特定供給設備に異常があった場合）
異常があった年月日および措置を講じた年月日、その内容、
それに対して講じた措置
	



別紙5

登録拒否事項に該当しないことの誓約書

1　法人の場合

年　　　　月　　　　日
広　島　県　知　事　殿

名　称　　　　　　　　　　　　　　社印

代表者名　　　　　　　　　　　　　代表者印
（監査役を除く）
	職名
	氏名
	生年月日
	現　　　住　　　所

	
	
	
	


当社及び上記の役員は、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す
る法律第4条第1項各号に該当しないことを証明します。

2　個人の場合

年　　　　月　　　　日
広　島　県　知　事　殿

名前　　　　　　　　　　　　　印


住所　　　　　　　　　　　　　　

私は、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第4条第1項各号に該当しないことを誓約します。


別紙6

液化石油ガス法第11条のただし書（貯蔵施設）の適用について
※液化石油ガス法第11条のただし書きによる「液化石油ガスを貯蔵しないでその液化石油

販売事業を円滑に行うことができる場合」の次の条件に該当します。

販売所及び貯蔵施設の付近の状況を示す図面
図面作成上の注意事項
1　図面については手書きでもかまいませんが、一般的に住宅地図を利用されています。
2　図面中に販売所及び貯蔵施設の位置を明示するとともに、販売所と貯蔵施設間の距離を記入してください。
3　販売契約書中に記載された最寄りの第一種保安物件及び第二種保安物件を明示するとともに、それらと貯蔵施設間の距離を記入してください。
なお、最寄りの第一種保安物件及び第二種保安物件が図面に入りきらない程、離れている場合には省略してもかまいません。
販売所及び貯蔵施設の付近の状況を示す図面の作成例を下に示しますので参考にしてください。
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貯蔵施設の位置の状況を示す図面
図面作成上の注意事項

1　施設距離が不要な場合（ℓ1、ℓ 2が0ｍの場合）を除いては、測量図を使用してください。

なお、施設距離が不要な場合は、「販売所及び貯蔵施設の付近の状況を示す図面」と兼ねてもかまいません。
2　自社の敷地境界線を明示してください。
3　施設距離（ℓ 1、ℓ 2、ℓ 3、ℓ 4）の範囲を明示してください。
※ℓ 3、ℓ 4は貯蔵施設が非障壁の場合は範囲の明示は不要です。
4　火気禁止区域（貯蔵施設の周囲2ｍ）の範囲を明示してください。
5　3、4の範囲が敷地境界線を超えている部分について、その部分が何に該当するのか記入してください（例：駐車場、法面、畑、田、道路等）。

6　貯蔵施設の周辺（8ｍ程度の範囲）の火気（スイッチ、コンセント等）を明示してください。

貯蔵施設の位置の状況を示す図面の作成例を下に示しますので参考にしてください。
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貯蔵施設の構造の詳細を示す図面

図面作成上の注意事項

1　貯蔵施設の平面図、正面図、側面図を記載してください。
また、扉が障壁構造の場合は扉の構造図も記載してください。
2　材質、寸法を記入してください。特に内のり、芯心の寸法は必ず記入してください。
3　扉が障壁構造の場合はそのかぶりは上下左右とも5cm以上あるようにしてください。
4　貯蔵施設が障壁構造の場合は配筋の状況を明示してください。
5　警戒標、消火器の位置を明示してください。
また、警戒標についてはその凡例を記入してください。
貯蔵施設の構造の詳細を示す図面の作成例を下に示しますので参考にしてください。
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仰角検討図

図面作成上の注意事項

1　測量図を使用してください。

2　該当保安物件に対し最も厳しい方向で仰角検討図を作成してください。
仰角検討図の作成例を下に示しますので参考にしてください。


	×整理番号
	

	× 受理年月日
	年　　月　　日


様式第10（第22条関係）
業務主任者等選任（解任）届書
平　成　　　　年　　　　月　　　　日
広島県知事殿

氏名又は名称及び法人に　

あってはその代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　　所

	販売所の名称
	

	販売所の所在地
	（電話）

	一般消費者等の数
	戸

	販売所の登録年月日
及び登録番号
	平成　　　年　　　月　　　日　　　　第　　　　　号

	選解任年月日
	平成　　　年　　　月　　　日

	選解任区分

事項
	選　　　任　　　区　　　分
	解　　任　　区　　分

	業務主任者
	（ふ　り　が　な）

氏名
	
	

	
	免状の種類番号
	第　　種販売主任者免状第　　　　　　号
	

	
	免状の交付した者
	県知事
	

	
	監督地域
	
	

	業務主任者
	（ふ　り　が　な）

氏名
	
	

	
	免状の種類番号
	第　　種販売主任者免状第　　　　　　号
	

	
	免状の交付した者
	県知事
	

	
	監督地域
	
	

	業務主任者の代理者
	（ふ　り　が　な）

氏名
	
	

	
	免状（修了証）の種類番号
	
	

	
	免状（修了証）の交付した者
	
	

	
	監督地域
	
	

	解任の理由
	
	


備考
1．新規の申請の場合は販売所の登録年月日および番号欄の記入を要しない。
2．一般消費者等の数が1,000戸未満の販売所は業務主任者の選任は1名、1,000戸以上の場

合にあっては2名、1,000戸以上で2,000戸を増すごとに1名加算して記入する。
3．3名以上の業務主任者の選解任については、別記可とする。
4．免状の写し（業務主任者代理者で第二種販売主任者免状を取得していない場合は高圧ガス
保安協会の講習修了証の写し）を添付のこと。
5．平成9年4月1日以降の免状交付者にあっては、別紙の販売に関する経験（証）を添付のこと。
6．提出部数は2部とする。
7．×印の項は記載しないこと。


液化石油ガスの販売に関する経験

	氏名及び生年月日
	昭　和　　年　　月　　日　生

	勤務した販売所の
名称及び所在地
	名　称
所在地

	販売作業従事期間
	自　平　成　　　　年　　　　月　　　　日
至　平　成　　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　年　　　か月
　　　　　　　　（1か月　　　　日勤務）

	勤　務　形　態
	常　傭　　　　日　傭　（該当するものに○印を付すこと）


上記のとおり液化石油ガスの販売に関する作業に従事しておりました。
平成　　　　年　　　　月　　　　日
販売所

（所在地）　
（名　　称）　
（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
�





�





鋼板＝厚さ3.2ミリメートル以上
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